
（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 

（熊本県立熊本はばたき高等支援）学校 令和４年度（２０２２年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
生徒一人一人の生きる力を高める授業の創造を通して、人と関わり社会生活、職業生活に参加
する力を高めるとともに、目標に向かってやり抜く力を培う。 

 

２ 本年度の重点目標 
○安全・安心に学べる教育環境を整備する。 
○生徒一人一人の教育的ニーズに応じた指導の充実を図る。 
○進路指導とキャリア教育の充実を図る。 
○生徒の健全な成長を促し、自己実現を図る生徒指導の充実を図る。 
○保護者及び関係機関との緊密な連携を図る。 
○特別支援学校のセンター的機能の充実に努めるとともに地域との連携、理解・啓発を図る。 
○職員一人一人が力を発揮しやすい学校づくりを推進する。 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

 
学校 
経営 
 
 

働き方改
革を推進
する 

超過勤務時間の
縮減 

超過勤務時間
が月８０時間
以上の職員を
０人に、年間
３６０時間以
上の職員を１
５％以下にす
る。 

衛生委員会に
おいて具体的
な対応策を検
討・実施すると
ともに、同好会
活動時間の見
直し、業務の平
準化・効率化を
し、遅くとも１
９時までの退
勤呼び掛け等
に取り組む。 

Ｃ 

〇12月末時点で、月80
時間以上の職員は0人
前年度7人。360時間（
月割換算270時間）以
上の教職員は、前年対
比で40％から30％と
改善が見られたが、目
標の15％には届かな
かった。 
〇繁忙期によるが、退
勤時間が20時を超え
る日があった。 

校務分掌
の業務改
善を図る 

業務内容の可視
化、効率化 

分掌部、各種
委員会の業務
内容、担当者、
年間スケジュ
ール等を明確
にし、教師用
タブレット端
末を活用し、
全職員で情報
を共有する。 

分掌部や委員
会等で業務分
担表を作成す
るとともに、Go

ogleカレンダー
、ドライブ等を
活用し、業務の
効率化やスケ
ジュール管理
を行うように
工夫する。 

Ｂ 

〇校務分掌の分担表
を作成し、業務の可視
化や整理を行い、次年
度に向けて業務分担
を見直した。 
〇Googleドライブを
活用し、共同編集によ
る議事録作成やペー
パーレスによる会議
を実施し、業務の効率
化を図った。 

安全・安

心に学べ

る教育環

境を整備

する 

職員の危機管理
意識の向上 

危機管理マニ
ュアル、学校
防災マニュア
ルに基づく訓
練及び研修等
を実施する。 

各マニュアル

の内容や緊急

時の対応につ

いて、周知徹底

を図るための

時間を確保す

る。避難訓練、

防災設備使用

研修等を実施

する。 

Ｂ ○年度当初に危機管
理マニュアルの説明、
周知を行ったが、周知
徹底までには至らな
かった。次年度は定期
的に確認する機会を
設けたい。 
○避難訓練、防災研修
、心肺蘇生法研修など
１年通して充実した
研修を行うことがで
きた。 

本校教育
への理解
・啓発を
図る 

本校の教育につ
いての積極的な
情報発信 

夏季休業中に

学校説明会を

５回実施する

とともに、年

間を通して教

育相談を実施

する。 
学校ホームペ
ージを活用し

本校への入学

を希望してい

る中学生及び

保護者に学校

説明会や教育

相談で丁寧な

説明を行う。 
ホームページ
の学校行事の

Ｂ コロナ感染症拡大防
止のため学校説明会
は３回実施した。２２
０人程の参加であっ
たが、各階フロアを会
場にＺＯＯＭ配信を
しながら丁寧な学校
説明ができた。 
今年度１８０人程の
教育相談があった。１



た情報発信を
行う。 

欄に、行事毎に
定期的に情報
を精選して情
報発信する。 

件ずつ丁寧な説明と
聞き取りを行った。 

ＩＣＴ機
器の活用
を推進す
る 

生徒に応じたＩ

ＣＴ機器の活用 

全学年の各教
科等において
ＩＣＴ機器を
活用した授業
実践を行う。 

就学奨励費を
活用して１人
１台の端末を
整備するとと
もに、授業にお
けるＩＣＴ機
器の効果的な
活用について
職員研修を実
施する。 

Ｂ 〇各教科の授業でＩ
ＣＴ機器を活用した
授業が展開されてお
り、学校情報化優良校
として認定を受けた。
夏季休業期間中にＩ
ＣＴ機器の操作に関
する講師招聘研修会
を実施。引き続きニー
ズに応じた研修が必
要である。 

授業の
充実 

 

各教科等
における
授業の充
実を図る 

全体計画と年間
指導計画のつな
がりを図る 

高等部３年間
を見通して各
教科の内容を
選択した全体
計画に基づき
、年間指導計
画の見直しを
行う。 

教科部会や作業
部会を各学年の
縦割りで構成し
、全体計画と年
間指導計画のつ
ながりを確認す
る場を設定する
。 

Ｂ 〇教科会と作業部会
を計９回実施した。時
期に応じて、指導内容
の検討、教科書の選定
、年間指導計画の見直
し等を行い、授業の充
実を図ることができ
た。 

授業研究
会の実施
により授
業改善を
図る 

各教科における
授業改善 

各学年グルー
プ内で代表研
究授業に取り
組み、授業改
善及び教師の
指導力の向上
を図る。 

主体的・対話的

で深い学びの

勉強会を実施

し、生徒の実態

把握の共有を

行った上で学

習指導案を作

成する期間を

設ける。 
各学年のグル
ープで単元を
決め、学習指導
案を検討、作成
する。また、授
業実践を振り
返る機会を確
保し、授業改善
につなげる。 

 
 
 
 
 
Ｂ 

〇各学年グループ内
で生徒の実態把握の
共有をし、新学習指導
要領の３観点及び主
体的・対話的で深い学
びの視点に基づいて
指導案の作成や授業
研究会を実施するこ
とができた。 
〇指導力向上におい
ては、９０％の職員が
グループ毎に授業研
究を進めていくこと
で生徒の実態に応じ
ポイントをおさえた
授業の検討・評価がで
きたと回答した。 

生徒一人
一人に応
じた自立
活動の指
導の充実
を図る 

自立活動におけ
る指導力の向上 

自立活動に関
する職員の知
識や指導力の
向上を図る。 

自立活動に関
する研修を実
施し、他の学年
の取組等を紹
介したり小グ
ループで情報
交換したりで
きるよう、研修
方法を工夫す
る。 

Ｂ 〇８月に校内研修を
実施した。自立活動の
基本的な内容につい
て理解を深めるとと
もに、生徒の様子を確
認し合いながら課題
を明確にし、９月以降
の授業内容に生かす
ことができた。今後は
、外部講師を招いた研
修などを計画しなが
ら、自立活動の指導の
充実を進めていきた
い。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

生徒が自
らの進路
や生き方
について
考えるキ
ャリア教
育の充実
を図る 

キャリア・パス
ポートの活用 

キャリア・パ
スポートを活
用して生徒の
キャリア発達
を促進する。 

キャリア・パス
ポートを活用
しながら生徒
と対話的に関
わり、生徒の成
長を促すため
の系統的な指
導を行う。 

Ｂ ○キャリア・パスポー
トの手引きや書式を
整え、活用を開始する
ことができた。 
○今後は、円滑かつ効
果的に活用できるよ
うに、引き続き、キャ
リア・パスポートの意



義や活用方法を周知
していくとともに、活
用状況の確認や書式
の整理を行う必要が
ある。 

生徒の希
望や適性
に応じた
進路実現
を図る 

産業等現場にお
ける実習（現場
実習）の充実 

現場実習を通
して生徒の希
望や適性に応
じた進路実現
を図る。 

生徒、保護者と
の個別面談や
実習中の巡回
指導や振り返
り会等を丁寧
に行い、現場実
習先（進路先）
とのマッチン
グを図る。 

Ｂ ○感染症拡大状況に
対応しながら、現場実
習、校内実習を実施す
ることができた。また
、実習報告の方法を工
夫し当該学年以外の
生徒も報告の様子を
見聞きする機会が増
えたことにより、生徒
が自分の進路を考え
るきっかけとなった。 
○進路指導に関する
系統的な指導内容と
時期を提示するため
のガイドラインを定
め、１年生段階からの
体験活動を含めた実
習の内容や実施時期
について検討を進め
ていく。 

生徒 
(生活) 
指導 

自己調整
力を高め
る指導の
充実を図
る 
 
 

自主的・自律的

に行動し、自己

実現に向けて努

力できる生徒の

育成 
 

「生徒心得」
や社会のルー
ルについて、
遵守する態度
を促す。 

社会のルール
や生徒心得に
ついて遵守す
ることの必要
性を学年集会
やＬＨＲで話
し、規範意識を
高める。 

Ｂ 〇生徒の規範意識向
上に一定の成果は得
られたが、今後、より
学年との協力を密に
し、共通理解のもと指
導にあたれる体制づ
くりを進めていく必
要がある。 

人権教
育の推
進 

教職員の
人権意識
を高め、
人権教育
を推進す
る 

職員研修の充実

及び保護者への

啓発 

教職員の人権

意識や人権感

覚を更に高め

るとともに、

保護者への啓

発を行う。 

職員を対象に

年４回研修を

実施する。ま

た、講師を招聘

し研修の充実

を図る。さら

に、人権通信を

発行し、学校の

取組を保護者

に発信する。 

Ｂ 〇年４回の研修を実
施することができた。
講師招聘研修では、
LGBTQ＋をテーマにし
、職員の知識を深める
ことができた。人権通
信も２回発行し、学校
での人権教育に関す
る取組を発信するこ
とができた。 

命を大切
にする心
を育む指
導の充実
を図る 

自他の大切さを

認める指導 

自己有用感を

高めるととも

に、友達のよ

さを認め、大

切にしたり仲

良くしたりす

ることができ

る。 

道徳やＬＨＲ

の時間を通し

て、仲間づくり

を意識した取

組を行う。ま

た、日頃から生

徒同士の関わ

りに目を配り、

生徒に応じた

よりよい支援

を行う。 

Ｂ 〇道徳の年間計画に
人権教育を位置づけ
たことで、全学年で計
画的に学習を行うこ
とができた。生徒同士
のやり取りにも目を
配り、友達を大切にす
る関わり方を身に付
けられるようにした。
今後も継続して生徒
の言動に注意を配り、
よりよい人間関係が
築けるようにしてい
く。 

いじめ
の防止
等 

いじめの

未然防止

に向けた

取組の充

実を図る 

いじめの未然防

止 

いじめについ

ての情報発信

や取組の充実

を図る。 

いじめの早期

相談窓口等を

設置し、生徒の

気持ちや状況

を把握する工

夫を行い、相談

Ｂ 〇生徒の相談しやす
い雰囲気づくりにつ
いては、各担任のきめ
細かな対応により実
現できていた。明確な
窓口を生徒に示すこ



発見と対応に

努める。 

しやすい雰囲

気作りに努め

る。 

とができていなかっ
たので次年度は周知
の機会を設定する。 

いじめ事

案の早期

発見と組

織的対応

を徹底す

る 

いじめの早期発

見及び組織的対

応 

いじめと疑わ

れる事案発生

時に状況を把

握し、情報を

共有する体制

を整える。 

いじめ対応マ

ニュアルの手

順を研修会に

て示し、対処の

方法について

共通理解を図

る。 

Ａ 〇いじめが疑われる
事案発生時、いじめ対
応マニュアルの手順
に基づいた迅速な対
応ができた。次年度も
早期に共通理解する
場を設定する。 

地域 
支援 

他校と連

携してセ

ンター的

機能の充

実を図る 

センター・オブ・

センターとして

の取組の充実 

各特別支援学

校のコーディ

ネーターから

課題等の情報

を得て「セン

ター会議」や

「特別支援学

校コーディネ

ーター連絡会

議」等で課題

とその解決策

を共有する。 

定期的にコー

ディネーター

と連絡を取り、

情報を得る。課

題については、

スーパーコー

ディネーター

等と定期的に

オンライン等

で課題解決に

向けて検討す

る。 

Ｂ 〇巡回相談等を通し

て、各校のコーディネ

ーターが作成する「月

例報告」に記された

「困り感」や「好事例」

などを、Google クラス

ルームを介して共有

するとともに意見交

換できるようにした。

〇「はばたきミーティ

ング」をオンラインで

開催し、各コーディネ

ーターが抱える課題

等について、スーパー

コーディネーターや

就学等支援アドバイ

ザーを交えて検討す

ることで、対応策等を

明確にすることがで

きた。 

地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

地域との

連携体制

の充実を

図る 

地域と連携した

学校の活性化 

学校運営協議

会を開催し、

地域の関係機

関等との連携

強化を図る。 

学校運営協議

会を年に３回

実施する中で、

地域、教育、福

祉、労働、家庭

の各分野から

の幅広い意見

をいただき、教

育活動に活か

す。 

Ｂ 

〇学校運営協議会を
予定どおり３回実施
し、各委員から様々な
意見をいただいた 
〇近隣地区向けにパ
ンやコーヒーの販売
会など、喫茶サービス
班を中心に、地域と連
携した教育活動が実
施できた。 

 

４ 学校関係者評価 
【評価】 
〇超過勤務時間について、月８０時間以上は０人、年間３６０時間以上の教職員の割合が、昨
年度４０％→３０％に１０％改善している。「Ｃ」と評価しているが、昨年度に比べ努力し
ている状況がうかがえる。 

〇ＩＣＴ機器・スマートフォン等の情報ツールの活用は、今後重要になってくるので、ＳＮＳ
上でのトラブルやその対応方法などをしっかり指導した上で、今後も積極的な活用を行って
ほしい。 

【課題】 
〇教職員のアンケート調査結果を見た時に、「センター・オブ・センター」の項目に対して、
「わからない」と答えた教職員が14.3％もいる。その他の質問に対しても「わからない」と
答えた教職員がおり、学校の経営方針の周知を十分行う必要がるのではないか。 

 
 
 



５ 総合評価 

（１）本年度の学校教育目標 

 〇生きる力を高める授業の実践 

 →高等部３年間を見通した全体計画に基づき、年間指導計画を見直しながら取り組んでいる。教

科会と作業部会を計９回実施しながら、生徒の実態に合わせた教育活動の充実を図ることが

できた。また、主体的・対話的で深い学びの視点に基づいて指導案の作成や授業研究会を実施

することができた。 

 〇人とかかわり、社会生活、職業生活に参加する力の育成 

 →生徒一人一人に対して、各担任がきめ細かな対応を行うことにより、生徒のニーズに応じた現

場実習の充実を図り、実習先を確保するとともに、職員、保護者への情報提供や研修の充実を

図ることができた。 

 〇目標に向かってやり抜く力の育成 

 →心のきずなを深める取組や人権同和教育を通して、生徒の自己有用感を高め、集団の中での存

在感を実感でき、その中で自分自身が貢献できる支援を行うことで、生徒自身が目標に向か

ってやり抜く力を高めた。 

 

（２）本年度の重点目標 

 〇安全・安心に学べる教育環境の整備 

 →教職員が危機管理意識を持ち、十分な備えを行いながら教育活動を行うことができた。また、

新型コロナウイルス感染症に関しては、感染拡大を防ぎながら、学校外や外部講師による講演

などの教育活動を継続することができた。毎月、校内の安全点検を確実に行い、安全・安心に

学べる教育環境の整備を行った。 

 ○生徒一人一人の教育的ニーズに応じた指導の充実を図る。 
 →３年間を見通した全体計画、年間指導計画を更新しながら、生徒一人一人の教育的ニーズ

に応じた指導の充実を図ることができた。また、教育活動全体をとおしてＩＣＴ機器の活
用推進を図っており、学校行事等においても積極的に活用を図った。 

○進路指導とキャリア教育の充実を図る。 
→生徒一人一人の希望やニーズについて、面談等を活用して把握を行いながら、生徒の就職
先や実習先の検討を進めることができた。また、企業等の情報共有を教職員・保護者で図
りながら丁寧な対応を行った。 

○生徒の健全な成長を促し、自己実現を図る生徒指導の充実を図る。 
→いじめの未然防止や早期発見及び組織的でスピーディな対応を行うとともに、全職員で情
報を共有し、共通理解を計りながら取り組んだ。また、ＳＳＷやＳＣ等の外部機関を活用
することで、生徒の相談体制についても強化を図ることができた。 

 

（３）自己評価総括表 

 自己評価総括表では、「いじめ事案の早期発見と組織的対応を徹底」の１項目がＡ評価であっ

た。「働き方改革の推進」については、昨年度より向上を図っているものの、目標値に届いておら

ずＣ評価である。「センター・オブ・センター」としての取組は、「わからない」と答えた教職

員が 14.3％の結果から、教職員への情報共有等の充実が必要である。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
（１）働き方改革の推進による超過勤務時間の縮減 
  →会議の効率化、ＩＣＴ機器を活用した校務の支援、教材の共有化等の工夫を行ってきた

が、次年度も超過勤務時間の縮減に取り組んでいく。 
（２）ＩＣＴ機器のさらなる活用 
  →生徒や教職員のニーズに合わせたアプリケーションソフトの導入やその活用に関する研

修が必要である。 
（３）各教科等における授業の充実 
  →高等部３年間を見通した各教科の全体計画や年間指導計画について、生徒の実態に合わ

せた更新や教育活動全般における教員の指導力向上を図っていく。また、「自立活動」
の充実を図るため、外部講師を活用した職員研修を行い、特別支援教育に関する専門性
の向上を行う。 

（４）生徒の相談支援体制の充実 
  →いじめの未然防止や早期発見や組織的な対応等はスピード感を持って取り組んでいく。

また、ＳＣやＳＳＷを活用しながら外部機関と連携した生徒の相談体制の充実を図ると
ともに、特別支援コーディネーターを中心とした保護者からの相談窓口について、周知
を図る。なお、本校が担っている「センター・オブ・センター」の機能については、教
職員へ情報の共有を行う。 



 


